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1.  20年10月期の連結業績（平成19年11月1日～平成20年10月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年10月期 8,453 74.1 29 ― △15 ― △56 ―
19年10月期 4,854 20.7 △112 ― △165 ― △227 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期

純利益
自己資本当期純利益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年10月期 △1,030.01 ― △2.4 △0.2 0.4
19年10月期 △4,095.74 ― △9.0 △2.0 △2.3

（参考） 持分法投資損益 20年10月期  ―百万円 19年10月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年10月期 8,926 2,345 26.3 42,686.78
19年10月期 8,501 2,409 28.3 43,766.08

（参考） 自己資本   20年10月期  2,326百万円 19年10月期  2,404百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

20年10月期 333 △477 △126 697
19年10月期 △201 △44 344 967

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額（年
間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年10月期 ― ― ― 100.00 100.00 5 ― 0.2
20年10月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

21年10月期 
（予想）

― ― ― 300.00 300.00 ――― 27.5 ―――

3.  21年10月期の連結業績予想（平成20年11月1日～平成21年10月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 4,390 11.1 40 ― 10 ― 0 ― ―
通期 9,000 6.5 200 ― 150 ― 60 ― 1,092.02
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定上の基礎となる株式数については、36ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。  

新規 1 社 （ 社名 日本ロングライフ株式会社 ） 除外 ― 社 （ 社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年10月期  55,952株 19年10月期  55,952株
② 期末自己株式数 20年10月期  1,008株 19年10月期  1,008株

（参考）個別業績の概要 

1.  20年10月期の個別業績（平成19年11月1日～平成20年10月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年10月期 2,829 △36.6 101 ― 98 ― 47 ―
19年10月期 4,459 14.7 △84 ― △112 ― △176 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

20年10月期 863.64 ―
19年10月期 △3,168.30 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年10月期 512 278 54.4 5,077.87
19年10月期 7,936 2,435 30.7 44,318.03

（参考） 自己資本 20年10月期  276百万円 19年10月期  2,435百万円

2.  21年10月期の個別業績予想（平成20年11月1日～平成21年10月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期累計期間 300 ― 60 ― 60 ― 25 ― 455.01
通期 600 ― 130 ― 130 ― 55 ― 1,001.02
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１．経営成績
（1）経営成績に関する分析

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、サブプライムローン問題に起因し、金融機関を始め、個人消費にまで大き

く影響を受けた年度となりました。内閣府発表による国内総生産は緩やかなマイナス基調にあり、企業設備投資も2007

年後半より軒並み減少傾向にあります。また、日銀短観による売上高経常利益率は４％台から３％台に下落し、企業業

績の悪化が顕著に表われた年度となりました。昨今では日本経済を反映するとされるTOPIXも1,000円台を割ったまま乱

高下を繰り返している状況にあります。歴史的高騰を遂げた原油先物市況は夏以降大幅に調整がなされましたが、円高

基調の強まりは収まらず、輸出が牽引する日本経済には、なお大きな懸念材料となっております。

　介護サービス業界におきましては、業界内の競争激化が顕著な一方、自然淘汰される傾向も否めません。今後、以前

にも増して質の高いサービスと人員確保が要求されます。また、後期高齢者医療制度の試行開始により国民の高齢者ケ

アに対する関心が非常に高まった年度でもありましたが、当業界では今後の介護報酬の改定が業界動向の大きな要因に

なると考えます。

　このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の売上高は8,453百万円（前年同期比74.1%増）となりました。

利益につきましては、営業利益は29百万円（前年同期は112百万円の損失）、経常利益は△15百万円（前年同期は165百

万円の損失）、当期純利益は△56百万円（前年同期は227百万円の損失）となりました。

当連結会計年度におけるセグメント別の売上高は以下のとおりでございます。

部門 売上高（千円） 構成比（％）

 介護事業 8,107,809 95.9

 給食事業 49,974 0.6

不動産事業 277,840 3.3

 広告代理事業 17,662 0.2

 合計 8,453,287 100.0

《介護事業》

　介護事業においては、主に当社グループ連結子会社３社で構成されております。当連結会計年度より連結子会社と

した日本ロングライフ株式会社が、有料老人ホームおよびグループホームの運営、兵庫県住宅供給公社の経営する有

料老人ホームパストラール尼崎・加古川の運営の受託、訪問介護員の養成を主に行うロングライフ医療福祉専門学院

の運営を行っております。また、訪問入浴、訪問介護を主力とする在宅介護サービスはエルケア株式会社が行い、訪

問介護員の派遣事業はロングライフサポート株式会社が行っております。売上高は81億７百万円、営業利益は２億58

百万円となりました。

《給食事業》

  給食事業においては、連結子会社で主に有料老人ホーム等への給食の提供および飲食店の経営を行うロングライフ

ダイニング株式会社で構成されております。売上高は49百万円、営業利益は14百万円となりました。

《不動産事業》

　不動産事業においては、連結子会社で主に建築工事請負業を行うロングライフプランニング株式会社で構成されて

おります。売上高は２億77百万円、営業損失は３百万円となりました。

《広告代理事業》

　広告代理事業においては、連結子会社で主に広告代理業を行うロングライフエージェンシー株式会社で構成されて

おります。売上高は17百万円、営業損失５百万円となりました。

 (次期の見通し)

　介護サービス業界におきましては、介護保険法施行以来、マーケットの拡大が期待され、介護サービス業界以外の

事業者の参入が増加し、企業間における競争は熾烈なものとなりました。しかし、世界金融不安に起因する景気後退

を受け、事業者が乱立しております業界内での自然淘汰が予想されます。

　このような状況のもとで、創業以来当社が培ってきた介護事業におけるノウハウと実績を背景に、各連結子会社の

強みを生かし、グループ全体での相乗効果を高めるため、平成20年5月１日に純粋持株会社体制へ移行いたしました。

また、介護事業を核とした高齢者サービスにおける新たなマーケットの開拓とサービスの創出によりグループ全体の

事業拡大と発展に尽力して参ります。目下、新規設備投資を控え、既存施設の入居率の向上を目指しております。翌

連結会計年度の業績の見通しにつきましては、売上高90億円、営業利益２億円、経常利益１億50百万円、当期純利益

60百万円を見込んでおります。

  また、期末配当金につきましては、１株につき300円を予定しております。

（注）上記の予想は本資料の発表時現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

る仮定を前提としております。実際の実績は、今後さまざまな要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

ロングライフホールディング㈱（4355）平成 20 年 10 月期　決算短信

－ 3 －



(2）財政状態に関する分析

　当連結会計年度における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ２億69百万

円減少し６億97百万円となりました。

各キャッシュ・フロー状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は３億33百万円（前連結会計年度は２億１百万円の支出）となりました。

これは主に減価償却費３億41百万円、前受金の増加３億30百万円、前払金の減少２億25百万円などによる資金増加

と、売上債権の増加５億49百万円、預け金の増加３億９百万円による資金減少があったことによるものでありま

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は４億77百万円（前連結会計年度は44百万円の支出）となりました。

これは主に定期預金の払戻による収入１億80百万円による資金の増加、営業譲受による支出４億50百万円、有形固

定資産の取得による支出１億42百万円による資金減少があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は１億26百万円（前連結会計年度は３億44百万円の収入）となりました。

これは主に長期借入金による収入10億40百万円、長期借入金の返済による支出７億39百万円、短期借入金の純減額

２億21百万円、社債の償還による支出2億円があったことによるものであります。

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。　

 平成19年10月期 平成20年10月期

 自己資本比率（％） 28.3 26.3

 時価ベースの自己資本比率（％） 15.6 9.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） － 7.9

 インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 5.7

　自己資本比率：自己資本/総資産

時価ベースの自己資本比率：{期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式を除く）}/総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。

３. 平成19年10月期は、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスであったため、キャッシュ・フロー対

有利子負債比率、インタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

（3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

 　　当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置づけております。事業拡大に

備えた内部留保を図りつつ、業績に応じた安定的な配当を行うことを基本方針としております。しかしながら、平成

20年５月１日の会社分割において生じた移転資産負債差額2,390百万円を、株主資本から控除する会計処理を行った

ため、平成20年10月決算において、2,109百万円の負の利益剰余金を計上しております。これにより、剰余金分配可

能額が不足することになり当期の期末配当の実施を見送ることとなりました。

 (4）事業等のリスク

①市場環境について

　サブプライムショックに端を発する不動産市況の急低下と実体経済の急激な冷え込みにより、当社グループの有料

老人ホームへの入居に関して、経済的負担の大きさから需要が減少する可能性があります。

②競合について

　平成12年度から介護保険制度に基づく地方自治体単位での介護サービスが開始されるなど、高齢化社会の進展に伴

い介護関連ビジネスの市場は膨大なものであると予測されています。それに伴い介護保険制度の施行を契機として、

医療法人等の公的非営利主体および異業種を含めた様々な企業が参入してきております。　

　従って、今後の新規参入や競争の激化に伴い、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

③高齢者等に対する事業であることについて

　介護サービスの利用者は主として高齢者等であるため、当社グループに対する世間の風評は大きな影響力を持つと

認識しております。従って、当社グループでは高い理念の下に細心の注意を払って介護事業を運営いたしております

が、何らかの理由により評判が損なわれた場合または当社グループに対する風評が立った場合には業績に大きな影響

を与える可能性があります。
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④顧客情報およびスタッフの個人情報の取り扱いについて

　当社グループの顧客には要介護者の比率が高く、特に認知症対応型グループホームの場合、入居者のみならず家族

にとっても極めてプライバシーの高い情報が蓄積されます。また、登録スタッフの個人情報についても大量に保有し

ております。

　当該情報に関しては、その取り扱いに細心の注意を払っておりますが、顧客の増加に伴って管理すべき情報の電子

化やそれに伴うセキュリティの高度化が必要になるなど、情報管理に要するコストが増加する可能性があります。ま

た、外部からの不正アクセスや社内管理の不手際によって、万一、顧客の情報が外部に流出した場合には、信用力が

低下したり、当社グループに対して損害賠償請求が提訴される可能性があります。

 ⑤従業員の確保について　

　当社グループの従業員は平成20年10月末現在、634名の他に臨時従業員数（最近1年間の平均人員）が1,876名であ

ります。

　当社グループの提供いたします介護事業の運営には、訪問介護員、看護師、介護支援専門員および介護福祉士等の

有資格者が必要不可欠であります。従って、事業規模を維持・拡大していくためには、それに見合った人材の確保が

必要となります。

　当社グループといたしましては、有資格者を中心とする新たな人材の獲得や、自社の教育機関や研修制度を通じた

人材の育成に積極的に取り組んでおりますが、介護保険事業の拡大に伴って全般的に有資格者に対する需要は増大し

ているなか、優秀な人材の獲得は容易ではなく、介護報酬が抑制される中、厳しい待遇に人材が定着しないおそれが

あります。このような場合、新たな施設の増設ができないなど、提供する介護サービスの量的、質的な低下を招くお

それがあり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

⑥法的規制について

（ａ）介護保険制度について

　当社グループの主要な事業であるホーム介護事業および在宅介護事業は、介護保険法の適用をうけるサービスの提

供を内容とし、各種介護サービス費用の額の９割は、介護保険により給付されるため、当社グループの事業の状況に

関りなく介護保険法およびそれに基づく政省令により定められているため、採算性に問題が生じる可能性もあります。

さらに、景気変動による保険料徴収の減少や高齢小子化による負担者層の減少が予想されるなど、介護保険の財政基

盤は盤石ではなく、介護保険の自己負担部分が引き上げられた場合などには、介護保険制度の新たな利用者層の利用

が抑制される可能性があります。介護保険法には、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるための措置として、

平成12年４月１日施行後３年毎に、市町村、各都道府県において保険事業計画の見直しが予定されており、施行後５

年目を目途として制度全般に関して検討が加えられ、その結果に基づき、必要な見直し等の措置が講ぜられるべきも

のとされており、平成18年４月１日をもって介護保険法の改正が行われました。この改正により、有料老人ホームに

おいて、一時金方式により入居者から収受する家賃相当額について、入居契約締結日から概ね90日以内の契約解除の

場合については、一時金の全額を入居者に返還することが義務付けられました。これにより、一時契約した入居者が

自己の都合等により退去するケースが増加する可能性が予想されます。これらの事情により当社グループの業績もそ

の影響を受ける可能性があります。

　介護保険法およびそれに基づく政省令等においては、利用者の保護という観点から、事業者の利用者に対する行為

については詳細に規定されており、指定居宅サービス事業者としてこれらの規定に従って事業を行うことが法令上求

められますので、当社グループの事業活動は通常の事業会社よりも相対的に強い制約に服しているといえることから、

これにより当社グループの事業の順調な発展が妨げられているおそれがあります。

 （ｂ）人材派遣について

　エルケアサポート株式会社は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する

法律」（昭和60年７月５日法律第88号、以下「労働者派遣法」という。)に基づく「一般労働者派遣事業」として、

厚生労働大臣の許可を得て、人材の派遣を行っております。

　労働者派遣事業は、派遣される労働者の雇用形態により、特定労働者派遣事業(派遣会社が派遣をされる労働者を

常時雇用する派遣事業）と一般労働者派遣事業(派遣を希望する労働者をあらかじめ派遣会社に登録しておき、派遣

会社は人材を派遣する時に、その登録されている労働者の中から条件に合致する労働者を雇い入れたうえで派遣する、

いわゆる登録型派遣事業）に区分されており、一般労働者派遣事業は、厚生労働大臣の許可制になっております。

　労働者派遣法は、一般労働者派遣事業の適正な運営を確保するために、派遣事業を行うもの（事業主）が、派遣元

事業主として満たすべき基準（許可要件）を定めております。事業主が一定の欠格事項に該当したり、法令に違反し

たりする場合には、事業の許可を取り消されたり、業務の停止を命じられたりすることがあります。

イ）派遣元責任者の配置等、適切な雇用管理能力を有すること

ロ）派遣労働者の個人情報を適正に管理できること

ハ）一定の財産的基礎、独立の事業所を有すること
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   ⑦賃貸借契約上のリスク

　 有料老人ホームロングライフ神戸青谷は、平成19年５月に播磨特定目的会社と建物賃貸借契約兼管理業務委託契

約を締結し、賃借物件として運営をしておりますが、当該賃貸借契約の解約条項に基づき、当社の信用状態が著しく

悪化したと播磨特定目的会社が合理的に判断した場合、当該賃貸借契約を解約される可能性があります。
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２．企業集団の状況
 

　当社グループは、平成20年５月１日に純粋持株会社となり、総合的な介護事業を行っております。連結子会社６社は、

ホーム介護事業、在宅介護事業、派遣事業、給食事業、不動産事業、広告代理事業で構成されております。

　介護事業では、当会計年度より連結子会社とした「日本ロングライフ株式会社」が有料老人ホームや認知症対応型グ

ループホーム等の運営、兵庫県住宅供給公社の経営する有料老人ホームの運営の受託および福祉教育事業を提供してお

ります。平成19年12月１日に株式会社コムスンから事業の承継を受けた「エルケア株式会社」は、在宅介護サービス全

般の提供を行っております。連結子会社の「エルケアサポート株式会社」（平成20年11月１日に商号をロングライフサ

ポート株式会社に変更）は有料老人ホームや老人福祉施設にヘルパー・介護福祉士・看護師等の派遣を行っております。

　給食事業では、連結子会社の「ロングライフダイニング株式会社」による有料老人ホーム等への給食の提供および飲

食店の経営を行っております。

　不動産事業では、連結子会社の「ロングライフプランニング株式会社」による建築工事請負事業を行っております。

　広告代理事業では、連結子会社の「ロングライフエージェンシー株式会社」による広告代理事業を行っております。

　企業集団について事業系統図は次のとおりであります。

 

顧客 

在宅介護事業 

当社 

エルケアサポート株式会社 
（連結子会社） 

介護スタッフ等の派遣 

ロングライフプランニング株式会社 
（連結子会社） 

ロングライフエージェンシー株式会社 
（連結子会社） 

広告代理事業 

ロングライフダイニング株式会社 
（連結子会社） 

外食事業 

建築工事請負事業等 

エルケア株式会社 
（連結子会社） 

日本ロングライフ株式会社 
（連結子会社） 

ホーム介護事業 

福祉教育事業 

受託事業 

経営指導 

経営指導 

広告代理事業 

給食事業 

建築工事請負事業等 

経営指導 

経営指導 

経営指導 

経営指導 

介護スタッフ等の派遣 

不
動
産
事
業 

介
護
事
業 

給
食
事
業 

広
告
代
理
事
業 
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３．経営方針
　  今後急速に訪れる高齢化社会に向けて、「日々、価値ある質の高いトータルな高齢者サービスの提案で挑戦」、それ

が私たちの原点です。当社グループでは、高齢者介護のパイオニア企業として、高品質の介護サービスをお届けする一

方、今後さらに拡大が予想される高齢者サービス市場へと積極的に事業展開してまいります。高齢化時代の社会的責務

を果たしつつ業績の向上に総力を挙げ、企業価値の向上を図ってまいる所存であります。

(1）会社の経営の基本方針

 当社グループは、お客様に幅広い高付加価値サービスを提供する企業として、その社会的使命を果たす為、企業コ

ンセプトとして「セカンドライフの総合プロデュース」を掲げ、中高年者に対しトータルなサービスを提供するトッ

プ企業として邁進していく方針であります。我々が目指す企業像は、成長する高齢者市場において、以下のような取

り組みを目指すものであります。

　①　同業他社と徹底的な差別化による専門性、独自性のトップクラス企業

　②　介護サービス業界における成長性のトップクラス企業

　③　介護保険に依存しない経営のトップクラス企業

　④　中高年者に対し、多様なライフスタイルを提供するトップクラス企業

　⑤　富裕層に満足していただけるサービスを提供するトップクラス企業

(2）会社の利益配分に関する基本方針

　 　当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置づけしております。事業拡大

に備えた内部保留を図りつつ、業績に応じた安定的な配当を行うことを基本方針としております。

(3）目標とする経営指標

 当社グループでは、株主重視の視点から収益性と資本効率を高めるため、１株当たり純利益（ＥＰＳ）および自己

資本利益率（ＲＯＥ）を高めていくことが重要と考えております。また、当社グループの積極的な成長性および確固

たる収益性を計るための指標として「売上高前年対比」「売上高経常利益率」を重視し、中期目標として、売上高２

桁成長の維持、売上高経常利益率10％以上を経営指標の目標と掲げております。

(4）中長期的な会社の経営戦略

 　当社グループは豊かな高齢化社会の実現を目指して、さまざまな高齢者が安心して生活できるよう、ホーム介護事

業や在宅介護事業を中心とした総合的な介護サービスを提供しております。

　今後とも中・長期的視野に立ち、変化する時代のニーズを的確に据えて、高齢者が生活に不安なく、自由で自立し

「老いることは楽しいことであって耐えることではない」をコンセプトに、自分らしく生き生きとした生活ができる

生活環境づくりに取り組むとともに、多様化する顧客のニーズに対応した高付加価値サービスを提供してまいります。

具体的には、①ホーム介護事業と在宅介護事業を当社グループのコアビジネスの両輪としてとらえ、トータルなサー

ビスを提供できる総合介護サービス会社として事業拡大を行う。②大都市圏（関東・関西）を中心に有料老人ホーム

に注力し需要動向を見据えた展開を図る。③富裕層をメインターゲットに据え、規模よりも質を重視する。④Ｍ＆Ａ

に注力する。⑤中高年者に対する幅広い高付価値サービスを積極的に提供する。⑥高品質のサービスを提供できる独

自の人材開発育成に注力する。⑦積極的に株主に還元するなどの諸対策を漸次実施してまいります。
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(5）会社の対処すべき課題

 　当グループは、ホーム介護事業における入居率の向上、在宅介護サービスの堅固たる黒字化を目指しております。

平成19年12月１日に株式会社コムスンより大阪府下における在宅介護サービス事業を承継したことにより、当社グルー

プ内における在宅介護サービスの重要性が増加し、ホーム介護事業と並ぶ中核事業となりました。そのため、ホーム・

在宅介護サービス充実の為に社内体制・内部統制の強化と、スピード展開に伴うサービスの質を向上させるための人

材の育成・チームケアの確立、そして、ワンストップ型の総合介護サービスを提供することから、ホーム介護事業と

在宅介護事業のバランスがとれた拡大が重要な課題であると認識しております。今後の展開として、ホーム介護事業

における入居率の向上、在宅介護サービスの積極的な営業展開による収益性の向上を図り、更なるＧＦＣ※の強化や

チームケアの確立など同業他社と徹底的な差別化を行い、個性溢れる有料老人ホームの展開を通じて当社ブランドの

認知度の向上を図ってまいります。

①　社内体制・内部統制の強化

 　事業規模を拡大していくためには、各拠点にリーダーシップを持った管理職の確保と営業体制の確立がキーポイ

ントであると考えております。また、効率的な管理体制の確立のため内部統制の強化に努めてまいります。

②　優秀な人材の採用と育成

 　サービスの差別化のためには、優秀な人材の採用と育成が必要になります。自社の教育機関や研修制度を通じた

スタッフの育成、リーダーシップを備えた管理職の育成に注力しております。

③　ホームにおけるチームケアの確立

 　ご入居のお客様を様々な角度からサポートさせていただくようサービスディレクター制・マネジメントディレク

ター制やＧＦＣ※などの確立に努めております。

④　ホーム介護事業と在宅介護事業のバランスがとれた拡大

ホーム介護事業と在宅介護事業の総合介護サービスを提供する企業です。中長期的には、この二大事業のバラン

スがとれた拡大が、安定的な経営の展開に重要と考えております

 ※ＧＦＣ（グッドフィーリングコーディネーター）とは、オーストラリア発祥のダイバージョナルセラピー（気晴らし療法）の考えを

もとに、日本の昔からの文化や背景など、日本人にあった新しいサービスを提供するプロフェッショナルのことです。当社は、ＧＦ

Ｃを育成し、お客様の生活に楽しみ・喜びを感じていただけるような、コンサートや旅行といった多彩なプログラムの企画・演出や、

心地よい空間・環境造りなどの様々な工夫を行っております。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成19年10月31日）
当連結会計年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   1,147,435   697,535  

２　受取手形及び売掛金 ※１  500,310   1,049,607  

３　たな卸資産 ※１  392,345   344,253  

４　繰延税金資産   30,708   52,074  

５　預け金 ※３  107,693   416,740  

６　前払金   225,000   －  

７　その他   133,250   181,698  

貸倒引当金   △256   △129  

流動資産合計   2,536,488 29.8  2,741,781 30.7

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※１ 4,585,761   4,685,831   

減価償却累計額  989,172 3,596,588  1,217,147 3,468,683  

(2）車両運搬具  6,825   12,621   

減価償却累計額  6,359 465  9,778 2,843  

(3）工具器具備品  431,655   373,848   

減価償却累計額  269,871 161,783  250,341 123,506  

(4）土地 ※１  1,664,891   1,664,891  

(5）建設仮勘定   －   5,973  

有形固定資産合計   5,423,730 63.8  5,265,899 59.0

２　無形固定資産        

(1) のれん   －   344,838  

(2）その他   14,565   21,911  

無形固定資産合計   14,565 0.2  366,750 4.1

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   －   14,586  

(2）差入保証金   390,341   425,545  

(3）長期前払費用   99,553   97,300  

(4）その他   36,458   14,730  

投資その他の資産合計   526,354 6.2  552,163 6.2

固定資産合計   5,964,649 70.2  6,184,812 69.3

資産合計   8,501,138 100.0  8,926,594 100.0
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前連結会計年度

（平成19年10月31日）
当連結会計年度

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   124,882   120,861  

２　一年以内償還予定社債   200,000   100,000  

３　短期借入金  ※１  709,000   487,500  

４　一年以内返済予定長期借入
金

※１  878,600   1,185,936  

５　未払金   117,388   170,404  

６　未払費用   199,305   380,601  

７　未払法人税等   33,819   42,090  

８　前受金 ※４  2,719,779   3,050,524  

９　賞与引当金   42,939   47,912  

10　契約解除引当金   22,086   19,981  

11　その他   60,605   97,657  

流動負債合計   5,108,406 60.1  5,703,470 63.9

Ⅱ　固定負債        

１　社債   100,000   －  

２　長期借入金 ※１  856,900   850,400  

３　繰延税金負債   －   1,904  

４　退職給付引当金   4,680   6,036  

５　ホーム介護アフター
コスト引当金

  17,280   16,200  

６　その他   4,100   3,200  

固定負債合計   982,960 11.6  877,740 9.8

負債合計   6,091,367 71.7  6,581,211 73.7

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   1,114,139 13.1  1,114,139 12.5

２　資本剰余金   1,113,376 13.1  1,113,376 12.5

３　利益剰余金   209,469 2.5  147,382 1.7

４　自己株式   △32,301 △0.4  △32,301 △0.4

株主資本合計   2,404,683 28.3  2,342,596 26.3

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額金   － －  2,786 0.0

　評価・換算差額等合計   － －  2,786 0.0

Ⅲ　少数株主持分   5,086 0.0  － －

純資産合計   2,409,770 28.3  2,345,382 26.3

負債純資産合計   8,501,138 100.0  8,926,594 100.0

        

ロングライフホールディング㈱（4355）平成 20 年 10 月期　決算短信

－ 11 －



(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  4,854,724 100.0  8,453,287 100.0

Ⅱ　売上原価   3,957,963 81.5  6,997,156 82.8

売上総利益   896,760 18.5  1,456,130 17.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  1,009,624 20.8  1,426,168 16.8

営業利益または営業損失
（△）

  △112,863 △2.3  29,962 0.4

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  1,926   2,994   

２　受取入居者負担金  2,474   5,140   

３　施設利用料収入  882   1,126   

４　その他  2,193 7,476 0.1 8,221 17,485 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  44,061   56,878   

２　財務手数料  8,121   －   

３　社債発行費償却  4,000   －   

４　その他  3,672 59,855 1.2 5,716 62,594 0.8

経常損失   165,242 △3.4  15,145 △0.2
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前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※３ 712   261   

２　償却済敷金返還益  455   －   

３　その他  44 1,211 0.0 127 388 0.0

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※４ －   3,864   

２　固定資産除却損 ※５ 855   －   

３　支払和解金  17,167   －   

４　減損損失 ※６ 2,761   －   

５　賃貸借契約解約損　  1,160   4,181   

６　ホーム転居費用負担金  －   5,050   

７　リース契約解約損　  －   9,443   

８　前期損益修正損 ※７ 19,400 41,346 0.8 － 22,538 0.2

税金等調整前当期純損失   205,377 △4.2  37,296 △0.4

法人税、住民税及び事業税  30,381   41,888   

法人税等調整額  △3,146 27,235 0.6 △21,365 20,522 0.3

少数株主損失（△）   △4,730 △0.1  △1,226 △0.0

当期純損失   227,882 △4.7  56,592 △0.7
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 
株主資本

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日残高（千円） 1,114,139 1,113,376 453,989 △747 2,680,756 1,719 2,682,475

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当   △16,783  △16,783 － △16,783

当期純損失（△）   △227,882  △227,882 － △227,882

自己株式の取得    △31,553 △31,553 － △31,553

連結範囲の変更に伴う増加   145  145 － 145

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     3,367 3,367

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － △244,520 △31,553 △276,072 3,367 △272,705

平成19年10月31日残高（千円） 1,114,139 1,113,376 209,469 △32,301 2,404,683 5,086 2,409,770

当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 

株主資本
評価・換算差

額等　

少数株主持分 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

　

平成19年10月31日残高（千円） 1,114,139 1,113,376 209,469 △32,301 2,404,683 － 5,086 2,409,770

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当   △5,494  △5,494  － △5,494

当期純損失（△）   △56,592  △56,592  － △56,592

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額）

     2,786 △5,086 △2,300

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － △62,087 － △62,087 2,786 △5,086 △64,387

平成20年10月31日残高（千円） 1,114,139 1,113,376 147,382 △32,301 2,342,596 2,786 － 2,345,382

ロングライフホールディング㈱（4355）平成 20 年 10 月期　決算短信

－ 14 －



(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税金等調整前当期純損失  △205,377 △37,296

２　減価償却費  346,109 341,252

３　長期前払費用償却  14,160 18,684

４　のれん償却費　  － 83,552

５　減損損失  2,761 －

６　貸倒引当金の減少額  △44 △127

７　賞与引当金の増加額  22,107 4,973

８　ホーム介護アフターコスト引当金の
減少額

 △1,080 △1,080

９　契約解除引当金の増加額または減少
額（△）

 22,086 △2,105

10　退職給付引当金の増加額  801 1,355

11　受取利息および受取配当金  △1,927 △2,997

12　支払利息  44,061 56,878

13　固定資産売却益  △712 △261

14　固定資産売却損  － 3,864

15　固定資産除却損  855 －

16　売上債権の増加額  △148,285 △549,297

17　たな卸資産の増加額（△）または減
少額

 △387,675 48,091

18　預け金の増加額  △107,693 △309,046

19　前払金の増加額(△）または減少額  △225,000 225,000

20　仕入債務の増加額または減少額
（△）

 81,870 △4,020

21　前受金の増加額  256,892 330,744

22　未収消費税等の減少額  137 －

23　未払消費税等の増加額または減少額
（△）

 △278 19,100

24　その他  133,340 188,418

小計  △152,890 415,681

25　利息および配当金の受取額  1,707 3,241

26　利息の支払額  △46,707 △58,787

27　法人税等の支払額  △3,213 △26,166

営業活動によるキャッシュ・フロー  △201,103 333,969
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前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　定期預金の払戻による収入  15,000 180,000

２　投資有価証券の取得による支出  － △9,896

３　有形固定資産の取得による支出  △915,475 △142,437

４　有形固定資産の売却による収入  968,098 9,570

５　無形固定資産の取得による支出  △838 △9,721

６　差入保証金の回収による収入  － 13,008

７　敷金・保証金の差入による支出  △95,292 △49,664

８　長期前払費用の増加による支出  △5,255 △6,750

９　繰り延べ消費税の取得　  － △1,753

10　事業譲受による支出
※２
　

－ △450,000

11　連結子会社株式の追加取得による支
出

 － △10,000

12　その他  △10,482 △208

投資活動によるキャッシュ・フロー  △44,245 △477,851

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入金の純増減額  709,000 △221,500

２　長期借入金による収入  503,878 1,040,000

３　長期借入金の返済による支出  △620,100 △739,164

４　社債の償還による支出  △200,000 △200,000

５　自己株式の取得による支出  △31,553 －

６　配当金の支払額  △16,359 △5,353

財務活動によるキャッシュ・フロー  344,866 △126,017

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額
または減少額（△）

 99,516 △269,899

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  827,317 967,435

Ⅵ　連結範囲の変更に伴う現金
及び現金同等物の増加額

 40,600 －

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 967,435 697,535
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　該当事項はありません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社　　　　５社

連結子会社の名称

エルケアサポート㈱

ロングライフプランニング㈱

ロングライフエージェンシー㈱

ロングライフダイニング㈱

エルケア㈱

上記のうち、当連結会計年度におい

て、ロングライフエージェンシー㈱

は重要性が増したため、ロングライ

フダイニング㈱は新たに設立したた

め、またエルケア㈱は新たに株式を

取得したため連結の範囲に含めてお

ります。

(1）連結子会社　　　６社

連結子会社の名称

日本ロングライフ㈱

エルケアサポート㈱

ロングライフプランニング㈱

ロングライフエージェンシー㈱

ロングライフダイニング㈱

エルケア㈱

上記のうち、当連結会計年度におい

て、日本ロングライフ㈱は、新たに

設立したため、連結の範囲に含めて

おります。

 (2）非連結子会社

該当する会社はありません。

(2）非連結子会社

            同左

２　持分法の適用に関する事

項

持分法を適用しない非連結子会社

該当する会社はありません。

                 同左

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致

しております。

                同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　　　　　―――――　

 

 

 

　

②たな卸資産

商品…個別法による原価法

材料…個別法による原価法

未成工事支出金

　　　…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他の有価証券　

時価のあるもの…決算期末日の市場価

格等に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法による。）

②たな卸資産

商品…同左

材料…同左

貯蔵品…同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く。）に

ついては定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　７～47年

工具器具備品　　　　３～10年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く。）に

ついては定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　７～47年

工具器具備品　　　　３～10年
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 

 

（会計方針の変更）

当連結会計年度より平成19年度の法人税

法の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日　法律第６

号）および（法人税法施行令の一部を改

正する政令　平成19年３月30日政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の法人

税法に基づく方法に変更しておりま

す。

この変更により、従来と同一の方法を採

用した場合に比べ営業損失、経常損失お

よび税金等調整前当期純損失が4,923千

円増加しております。 なおセグメント

情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

 

  （追加情報）　

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、償却可能限度額まで償却が終

了した翌連結会計年度から５年間で均

等償却する方法によっております。

なお、この改正による当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微であります。

 ②無形固定資産…定額法

なお、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用してお

ります。

 

 

②無形固定資産…同左

なお、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用してお

ります。

 

 ③長期前払費用…定額法 ③長期前払費用…同左

 (3）重要な繰延資産の処理方法 (3）        ──────　

 社債発行費…３年間で毎期均等額を償

却しております。

 (4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

従業員の賞与の支給にあてるため、将

来の支給見込額のうち、当連結会計年

度の負担額を計上しております。

②賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 ③契約解除引当金

クーリングオフ制度に伴う契約解除に

よる将来の入居一時金の返還支出に備

えるため、契約解除実績率により返還

見込額を計上しております。

③契約解除引当金

同左

 ④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、計上しております。

また、当社は退職給付債務の算定にあ

たり期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする簡便法によっております。

④退職給付引当金

同左

 ⑤ホーム介護アフターコスト引当金

有料老人ホーム契約のうち、当連結会

計年度以前に発生した家賃等の収入を

終身一時金として収受する契約におい

て、ホーム介護サービスの提供費用に

充てるため、今後の提供費用の発生見

込額を計上しております。

⑤ホーム介護アフターコスト引当金

同左

 (5）収益および費用の計上基準

福祉教育事業売上の計上基準

受講料については、受講期間の経過に

応じて売上高を計上しております。

(5）収益および費用の計上基準

福祉教育事業売上の計上基準

同左

 (6）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引については、通常の賃貸借

取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっております。

(6）重要なリース取引の処理方法

同左

 (7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等については、

当連結会計年度に負担すべき期間費用

として処理しております。

ただし、固定資産に係る控除対象外消

費税等は、「投資その他の資産のその

他」（長期前払消費税等）に計上し、

定額法（５年）により償却を行ってお

ります。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価方法は、

全面時価評価法によっております。

同左

６　のれんおよび負ののれん

の償却に関する事項　

　────── のれんの償却については原則として５年均

等償却をしております。但し、金額が僅少

な場合はすべて発生時の損益として処理し

ております。　
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に満期または償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

（契約解除引当金） 

従来、入居一時金の返還については、契約解除時に処理す

る方法によっておりましたが、当連結会計年度から契約解

除による入居一時金返還見込額を契約解除引当金として計

上する方法に変更しております。

この変更は、「有料老人ホーム設置運営標準指導指針につ

いて」の一部改正により、契約締結日から起算して概ね90

日以内の契約解除の場合には、入居一時金の全額を利用者

に返還することが義務づけられたことをうけ、契約解除に

よる返還額の金額的重要性が増加してきたこと、および、

当該制度導入後一定期間が経過したことに伴い、将来の契

約解除率を合理的に見積もることが可能になったことから

返還見込額を契約解除引当金として計上することにより期

間帰属の適正化を図るためのものであります。

この変更により、従来と同一の方法を採用した場合に比べ、

売上高および売上総利益が22,086千円減少し、営業損失、

経常損失および税金等調整前当期純損失が22,086千円増加

しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、「セグメント情報

「事業の種類別セグメント情報」」の「（注）７.会計方

針の変更」に記載しております。

　　　　　　　　　　　―――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

（連結損益計算書）

１.　前連結会計年度までの営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「施設利用料収入」は、営

業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記

をすることとしました。なお、前連結会計年度にお

ける「施設利用料収入」の金額は475千円でありま

す。 

２.　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「消費

税等差額」（当連結会計年度29千円）は、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示することとなりました。

３.　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「受取

助成金」（当連結会計年度291千円）は、営業外収益

の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することとなりました。

（連結損益計算書）

１.　前連結会計年度までの特別損失の「その他」に含め

て表示しておりました「賃貸借契約解約損」は、営

特別損失の総額の100分の10を超えたため、区分掲記

をすることとしました。なお、前連結会計年度にお

ける「賃貸借契約解約損」の金額は1,160千円であり

ます。 

４.　前連結会計年度までの特別利益の「その他」に含め

て表示しておりました「償却済敷金返還益」は、特

別利益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記を

することとしました。なお、前連結会計年度におけ

る「償却済敷金返還益」の金額は190千円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年10月31日）

当連結会計年度
（平成20年10月31日）

※１　担保提供資産 ※１　担保提供資産

たな卸資産

（未成工事支出金）
370,421千円

建物 2,344,158 

土地 1,664,891 

合計 4,379,471 

売掛金 309,822千円

たな卸資産 338,013 

建物 2,262,947 

土地 1,664,891 

合計 4,575,675 

上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 475,000千円

一年以内返済予定長期借入金 753,800 

長期借入金 824,400 

合計 2,053,200 

短期借入金 347,000千円

一年以内返済予定長期借入金 1,131,936 

長期借入金 871,900 

合計 2,350,836 

　２　手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 6,400千円

　２　手形裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 35,199千円

※３　預け金107,693千円は、播磨特定目的会社との有料

老人ホーム「ロングライフ神戸青谷」の賃貸借契約

に関わるものであります。

※３　預け金416,740千円のうち151,740千円は、播磨特定

目的会社との有料老人ホーム「ロングライフ神戸青

谷」の賃貸借契約、265,000千円は、株式会社朝日

信託との入居一時金保全信託契約に関わるものであ

ります。

※４　未成工事受入金8,400千円を含めております。

　　　　　　　　　　―――――

　　　　　　　　　　　―――――

  ５　偶発債務

　　　重要な係争事件の発生

　　　当社は、平成20年３月17日付けで訴訟の提訴を受

　　　けました。

　　　①　訴訟の原因および提訴に至った経緯

　　　平成17年２月22日より当社と賃貸契約を結び、当

　　　社の有料老人ホーム内において医療行為を行って

　　　きた「医療法人光輪会」に対して当社が、平成20

　　　年１月31日をもって契約を解除するよう通知した

　　　件に関して、これを不服として６ヶ月間の診報酬

　　　相当額および移転費用等の支払いを求められたも

　　　のであります。

　　　②　訴訟を提訴した者

　　　　　氏名　医療法人光輪会

　　　　　住所　大阪市北区中津１-18-18

　　　③　訴訟の内容および請求額

　　　　　訴訟の内容　損害賠償等請求事件

　　　　　請求額　金140,272千円

　　　④　当社は正当な理由があるとして、現在法廷に

　　　　　て係争中であります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

※１　契約解除引当金繰入額22,086千円は、売上高から控

除しております。

※１　契約解除引当金繰入額19,981千円は、売上高から控

除しております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

給与手当 245,607千円

役員報酬 112,425 

賞与引当金繰入額 5,699 

退職給付費用 1,499 

広告宣伝費 245,605 

租税公課 117,667 

減価償却費 11,825 

給与手当 364,449千円

役員報酬 151,670 

賞与引当金繰入額 14,208 

退職給付費用 704 

広告宣伝費 233,395 

租税公課 155,280 

減価償却費 15,660 

※３　固定資産売却益の内訳 ※３　固定資産売却益の内訳

工具器具備品 712千円 工具器具備品 261千円

　――――― ※４　固定資産売却損の内訳

   

   

   

車両運搬具 3,791千円

工具器具備品　 72 

　合計 3,864 

※５　固定資産除却損の内訳 ―――――

建物 325千円

構築物 262 

工具器具備品 266 

合計 855 

   

   

   

   

 ※６　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

場　所 用　途 種　類

介護事業（大阪市） 福祉教育施設 建物

   　当社グループは、事業区分をもとに、概ね独立した

キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、

主に事業所を単位としてグルーピングを行っており

ます。

当連結会計年度においてロングライフ医療福祉専門

学院２校のうち梅田校の閉校を決定したことに伴い

収益性が著しく低下したことから、当資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。そ

の内訳は建物2,761千円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、当資産グループの帳簿価額

の全額を減損損失として処理しております。

―――――

 

   

※７　前期損益修正損

前連結会計年度の会社法監査における会計監査報告

書日後において、入居契約の解除が３件発生してお

り、これについて前期損益修正損として、19,400千

円の特別損失を計上しました。

―――――
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 55,952 － － 55,952

合計 55,952 － － 55,952

自己株式

普通株式 8 1,000 － 1,008

合計 8 1,000 － 1,008

（変動事由の概要）

　普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

２　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年１月26日

定時株主総会
普通株式 16,783 300 平成18年10月31日 平成19年１月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

 平成19年12月14日

 取締役会
普通株式 5,494 利益剰余金 100 平成19年10月31日 平成20年１月16日
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当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株
式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 55,952 － － 55,952

合計 55,952 － － 55,952

自己株式

普通株式 1,008 － － 1,008

合計 1,008 － － 1,008

２　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　　該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。　
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表　

　　に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表　

　　に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年10月31日現在） （平成20年10月31日現在）

現金及び預金勘定 1,147,435千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △180,000 

現金及び現金同等物 967,435 

現金及び預金勘定  697,535千円

現金及び現金同等物 697,535 

　――――― ※２　事業譲受に伴い増加した資産及び負債の内訳

　負債の内訳   

　流動資産 14,981千円

　固定資産 61,134 

　のれん 422,251 

　資産合計 498,367 

　流動負債 47,367 

　固定負債 1,000 

　負債合計 48,367 

　事業譲受の対価 450,000 

　差引事業譲受による支出 450,000 
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（有価証券関係）

　前連結会計年度（平成19年10月31日）　

　　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（平成20年10月31日）　

　　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 9,896 14,586 4,690

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 9,896 14,586 4,690

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等　 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 9,896 14,586 4,690

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりま

せんので、該当事項はありません。

同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　退職金制度は確定給付型の制度として退職一時金を採

用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

(1）退職給付債務 4,680千円

(2）退職給付引当金 4,680 

(1）退職給付債務 6,036千円

(2）退職給付引当金 6,036 

３　退職給付費用の内訳 ３　退職給付費用の内訳

勤務費用 3,242千円 勤務費用 3,903千円

（注）退職給付債務の算定にあたり期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする簡便法によっており

ます。

同左

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内訳

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数（注）１
当社取締役　　５名

当社従業員　　90名

当社取締役　　 ５名

当社監査役　　 ２名

当社従業員　　104名

子会社取締役　 １名

株式の種類別のストック・オプションの数

（株）

（注）１.２

普通株式　832株 普通株式　1,152株

付与日 平成15年３月14日 平成16年４月16日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、

権利行使時においても、当社の取

締役、監査役、従業員および当社

子会社の取締役、監査役および従

業員の地位であることを要するも

のといたします。

②新株予約権者が死亡した場合は、

相続を認めないものといたします。

③その他の条件については、本件新

株予約権発行の株主総会およびそ

の後の取締役会決議に基づき、当

社が新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約の定めに従

うものといたします。

同左

対象勤務期間 定めておりません。 同左

権利行使期間
平成17年４月１日

～平成20年３月31日

平成18年４月１日

～平成21年３月31日

　（注）１　付与日現在の区分及び人数並びに数を記載しております。

２　株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

権利確定前（株）   

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後（株）   

前連結会計年度末 192 756

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 68 88

未行使残 124 668

②　単価情報

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

権利行使価格（円） 73,390 207,500

行使時平均株価（円）　 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内訳

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

付与対象者の区分および人数（注）１
当社取締役　　５名

当社従業員　　90名

当社取締役　　 ５名

当社監査役　　 ２名

当社従業員　　104名

子会社取締役　 １名

株式の種類別のストック・オプションの数

（株）

（注）１.２

普通株式　832株 普通株式　1,152株

付与日 平成15年３月14日 平成16年４月16日

権利確定条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、

権利行使時においても、当社の取

締役、監査役、従業員および当社

子会社の取締役、監査役および従

業員の地位であることを要するも

のといたします。

②新株予約権者が死亡した場合は、

相続を認めないものといたします。

③その他の条件については、本件新

株予約権発行の株主総会およびそ

の後の取締役会決議に基づき、当

社が新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約の定めに従

うものといたします。

同左

対象勤務期間 定めておりません。 同左

権利行使期間
平成17年４月１日

～平成20年３月31日

平成18年４月１日

～平成21年３月31日

　（注）１　付与日現在の区分及び人数並びに数を記載しております。

２　株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

権利確定前（株）   

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後（株）   

前連結会計年度末 124 668

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 12 96

未行使残 112 572

②　単価情報

 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

権利行使価格（円） 73,390 207,500

行使時平均株価（円）　 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 
介護事業
（千円）

給食事業
（千円）

不動産事業
（千円）

広告代理
事業

（千円）

計
（千円）

消去または
全社

（千円）

連結
（千円）

 Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 4,619,124 33,449 187,856 14,293 4,854,724 － 4,854,724

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
8,709 222,081 103,691 231,453 565,936  (565,936) －

 計 4,627,834 255,531 291,547 245,747 5,420,660  (565,936) 4,854,724

 営業費用 4,506,415 273,994 291,429 253,479 5,325,318 (357,730) 4,967,588

 
営業利益または

営業損失(△）
121,418 △18,462 118 △7,731 95,341 (208,205) △112,863

 Ⅱ  資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
       

 資産 6,945,688 82,374 510,221 61,162 7,599,447  901,690 8,501,138

 減価償却費 347,741 4,679 341 273 353,036 11,233 364,270

 減損損失 2,761 － － － 2,761 － 2,761

 資本的支出 576,485 28,892 873 139 606,390  (13,000) 593,390

　（注）１．事業区分の方法

事業は、性質および販売方法の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な役務

 事業区分 主要役務

 介護事業
ホーム介護事業、在宅介護事業、受託事業、福祉教育事業、介護に携わる人材

派遣

 給食事業 ホーム介護事業への給食の提供、飲食店の経営

 不動産事業 建築請負業、不動産の売買、賃貸、管理、仲介および斡旋

 広告代理事業 広告代理店業

３．営業費用のうち消去または全社に含めた配賦不能営業費用の額は、198,467千円であり、その主なものは当社

の総務・経理部門等の管理部門に係る費用等であります。

４. 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、963,239千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金および管理部門に係る資産であります。

５. 減価償却費には長期前払費用および繰延資産にかかる償却額が含まれております。また、資本的支出には長

期前払費用の増加額が含まれております。

６．従来「介護事業」の売上高および営業利益または営業損失が、全セグメントの売上高合計額および全セグメ

ントの営業利益または営業損失の合計額に対し、それぞれ90％を超えていたため、事業の種類別セグメント

情報の記載を省略しておりました。しかし、当連結会計年度において、新たに給食事業を営むロングライフ

ダイニング株式会社を設立し連結の範囲に含めたこと、ロングライフプランニング株式会社における不動産

事業の重要性が増したこと、および、広告代理事業を営むロングライフエージェンシー株式会社を連結の範

囲に含めたことにより、それぞれ介護事業、給食事業、不動産事業および広告代理事業として開示しており

ます。
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７. 会計方針の変更

　　（契約解除引当金）

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より契約解除

引当金を設定しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、介護事業について売上

高および営業利益は、22,086千円少なく計上されております。

なお、介護事業以外の事業についてはセグメント情報に与える影響はありません。

　　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。この変更に伴い従来の方法によった場合に比較して、介護事業につ

いて営業利益は4,923千円少なく計上されております。なお、介護事業以外の事業についてはセグメント情

報に与える影響はありません。

当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 
介護事業
（千円）

給食事業
（千円）

不動産事業
（千円）

広告代理
事業

（千円）

計
（千円）

消去または
全社

（千円）

連結
（千円）

 Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 8,107,809 49,974 277,840 17,662 8,453,287 － 8,453,287

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
123 346,479 72,708 279,377 698,689 (698,689) －

 計 8,107,933 396,453 350,549 297,040 9,151,976 (698,689) 8,453,287

 営業費用 7,849,750 381,708 353,990 302,183 8,887,633 (464,309) 8,423,324

 
営業利益または

営業損失(△）
258,182 14,745 △3,441 △5,143 264,342 (234,380) 29,962

 Ⅱ  資産、減価償却費及び資本

的支出
       

 資産 8,121,031 105,622 375,783 55,983 8,658,420 268,174 8,926,594

 減価償却費 424,565 4,772 2,730 4,466 436,536 6,953 443,489

 資本的支出 632,816 685 3,266 268 637,037 10,864 647,902

　（注）１．事業区分の方法

事業は、性質および販売方法の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な役務

 事業区分 主要役務

 介護事業
ホーム介護事業、在宅介護事業、受託事業、福祉教育事業、介護に携わる人材

派遣

 給食事業 ホーム介護事業への給食の提供、飲食店の経営

 不動産事業 建築請負業、不動産の売買、賃貸、管理、仲介および斡旋

 広告代理事業 広告代理店業

３．営業費用のうち消去または全社に含めた配賦不能営業費用の額は、237,798千円であり、その主なものは当社

の総務・経理部門等の管理部門に係る費用等であります。

４. 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、439,809千円であり、その主なものは、当社

の管理部門に係る資産であります。

５. 減価償却費には長期前払費用にかかる償却額が含まれております。また、資本的支出には長期前払費用の増

加額が含まれております。
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ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり純資産額 43,766円08銭

１株当たり当期純損失金額 4,095円74銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

１株当たり純資産額 42,686円78銭

１株当たり当期純損失金額 1,030円01銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純損失（千円） 227,882 56,592

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失（千円） 227,882 56,592

普通株式の期中平均株式数（株） 55,638.83 54,944.00

   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

平成15年１月29日定時株主総会決議

に基づく新株予約権31個。

（潜在株式数　　124株）

平成16年１月29日定時株主総会決議

に基づく新株予約権167個。

（潜在株式数　　668株）

平成15年１月29日定時株主総会決議

に基づく新株予約権28個。

（潜在株式数　　112株）

平成16年１月29日定時株主総会決議

に基づく新株予約権 143個。

（潜在株式数　　 572株）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．会社分割による事業承継

　　グッドウィル・グループ株式会社の子会社である株式

会社コムスンから平成19年12月１日を期日として会社

分割による事業承継を行いました。その概要は以下の

とおりであります。

（1）当該分割の理由

利用者へのサービスの継続、従業員の継続雇用を

基本とし、当社のもう一つの事業の柱である有料

老人ホーム・グループホーム事業とあわせたトー

タルな介護サービスを提供する体制を磐石なもの

とし、さらなる企業価値の向上を目指し譲り受け

ることといたしました。 

 （2）分割会社の概要

商　　号　　株式会社コムスン

本　　社　　東京都港区六本木六丁目10番１号

設 立 日　　昭和63年

事業目的　　在宅介護事業、施設介護事業、シニ

アレジデンス

代 表 者　　樋口　公一

資 本 金　　14,148百万円

所有割合　　グッドウィル・グループ株式会社

100％

なお、当社との資本関係、人的関係および取引関

係はありません。

（3）承継会社の名称および事業の内容

商　　号　　エルケア株式会社

事業内容　　在宅介護事業

（4）分割の方法

株式会社コムスンを分割会社とし、当社の100％子

会社であるエルケア株式会社を承継会社とする分社

型吸収分割であります。

 （5）株式の割当

 承継会社は、会社分割に際し、新たな株式の発行は

行いません。

 （6）分割交付金

 承継会社エルケア株式会社は、分割交付金450百万

円を支払いました。

１．資本金の減少

　　当社は、平成20年12月12日開催の取締役会において、

平成21年1月28日に開催を予定している定時株主総会に、

下記のとおり資本金の額の減少について付議すること

を決議致しました。

　　平成20年5月1日の会社分割において、移転資産負債差

額2,390百万円を株主資本から控除する会計処理を行っ

たため、当連結会計年度において2,109百万円の負の利

益剰余金を計上しております。

そのため、株主の皆様への配当原資（分配可能額）の

準備や自己株式の取得等、資本政策の機動性と柔軟性

を高めるため、資本金の減少（減資）を行うことによ

り、負の利益剰余金に充当するものであります。

（1）減資の要領

　 　  ①　減少すべき資本金の額

 資本金の額1,114百万円を1,014百万円減少し、欠

損の補填を行うとともに、その残額を「その他資

本剰余金」へ振り替えます。なお、減少後の資本

金は100百万円となります。

 ②　資本金の減少の方法　

　発行済株式総数の変更は行わず、資本金を減少す

る方法であり、当社の純資産及び１株当たり純資

産の額に変動を生じるものではありません。

なお、資本金の減少により生じる「その他資本剰

余金」については、その他利益剰余金の金額がゼ

ロとなるまで「繰越利益剰余金」の補填に充当い

たします。

（2）日程

　　　 ①　取締役会決議日　　　

　　　　　平成20年12月12日（金）

 　②　株主総会決議日　　　

　　　　　平成21年１月28日（水）（予定）

　 ③　債権者異議申述公告　

　　　　　平成21年１月29日（木）（予定）

 　④　債権者異議申述最終期日

　　　　　平成21年３月２日（月）（予定）

　 ⑤　効力発生日　

　　　　　平成21年３月３日（火）（予定）

（3）今後の見通し

　　今回の資本金の減少は、「純資産の部」の勘定の振

替であり、純資産合計額および発行済株式総数に変

動はなく、業績に与える影響はありません。

尚、平成20年12月下旬開催予定の決算承認取締役会

において、資本準備金、利益準備金および別途積立

金の減少について付議する予定であります。
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前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 （7）承継会社が承継する部門および権利義務

 ①　会社分割による承継の対象となる地域

 大阪府

 ②　会社分割による承継の対象となる事業

介護予防を含む居宅介護支援事業・訪問介護サー

ビス事業（移送サービスを含む。）・訪問看護

サービス事業・訪問入浴介護サービス事業・福

祉用具貸与事業（および販売事業）・通所介護

事業・小規模多機能型居宅介護事業・障害者自

立支援事業・地域支援事業・訪問歯科診療支援

事業

 ③　承継会社が承継する権利義務

承継会社は、分割契約書に記載された一定の項目

について、分割期日における株式会社コムスンの

在宅系サービス事業に属する資産、負債、契約上

の地位およびこれらに付随する権利義務ならびに

上記承継の対象となる事業に従事する全従業員を

承継します。

 （8）債務履行の見込

 承継会社の債務の履行について、吸収分割後の資産

の価額、負債の額および収益状況について検討を

行った結果、債務の履行に支障を及ぼす事象は認識

されておらず、承継会社の負担すべき債務の履行の

見込みについて、問題はないものと判断しておりま

す。

 （9）分割交付金算定の方法および算定根拠

 当社は、分割交付金の算定にあたり、第三者機関の

専門家によるディスカウンテッド・キャッシュフ

ロー法（DCF法）および類似会社比較法を用いた在

宅介護事業の事業価値の算定結果を参考に、当該第

三者機関の助言およびその他の事項（事業承継によ

るシナジー効果を含む）の分析結果を踏まえ金額を

算定しております。分割交付金の決定については、

上記に従い、株式会社コムスンとの間で交渉と協議

を重ねた上で合意に至ったものです。

 なお、会計処理等の概要につきましては、未確定のため、

記載を省略しております。
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前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

２．金融機関からの資金調達

（1） 連結子会社であるエルケア株式会社は、下記記載

のとおり借入を行いました。

 ①　資金使途

 株式会社コムスンから事業を承継するための譲受

金額等

 ②　借入先の名称

 株式会社近畿大阪銀行

 ③　借入金額

    560,000千円

 ④　借入金利

 2.0％

 ⑤　返済条件

 平成20年５月31日を第１回とする毎月末日の

分割返済

 ⑥　借入日

 平成19年12月３日

⑦　返済期限

 平成25年４月30日

⑧　担保提供資産および債務保証

当社所有のロングライフ芦屋（兵庫県芦屋市業

平町２丁目18番）の土地（267,552千円）、建物

（441,425千円）に根抵当権を設定するほか、借

入金額につき当社が債務保証をしております。

（2） 連結子会社であるエルケア株式会社は、下記記載

のとおり借入を行いました。

 ①　資金使途

 運転資金

 ②　借入先の名称

 株式会社愛知銀行

 ③　借入金額

    100,000千円

 ④　借入金利

 1.8％

 ⑤　返済条件

 平成20年１月31日を第１回とする分割返済

 ⑥　借入日

 平成19年12月28日

⑦　返済期限

 平成20年10月31日

⑧　担保提供資産および債務保証

担保資産の提供はありませんが、借入金額につ

き当社が債務保証をしております。

　―――――
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前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

（3） 連結子会社であるエルケア株式会社は、下記記載

のとおり借入を行いました。

 ①　資金使途

 運転資金

 ②　借入先の名称

 大阪東信用金庫

 ③　借入金額

    200,000千円

 ④　借入金利

 1.85％

 ⑤　返済条件

 平成20年３月23日を第１回とする分割返済

 ⑥　借入日

 平成20年１月４日

⑦　返済期限

 平成24年12月23日

⑧　担保提供資産および債務保証

当社所有のロングライフ長居公園Ⅱ号館（大阪

市東住吉区鷹合４丁目１番67号）の土地

（245,680千円）、建物（131,387千円）に根抵

当権を設定するほか、借入金額につき当社が債

務保証をしております。

（4） 連結子会社であるエルケア株式会社は、下記記載

のとおり借入を行いました。

 ①　資金使途

 運転資金

 ②　借入先の名称

 株式会社近畿大阪銀行

 ③　借入金額

    158,000千円

 ④　借入金利

 2.125％

 ⑤　返済条件

 当座貸越契約に基づく随時返済

 ⑥　借入日

 平成20年１月23日

⑦　返済期限

 平成20年２月25日

⑧　担保提供資産および債務保証

連結子会社であるエルケア株式会社の介護報酬

債権に担保設定するほか、借入金額につき当社

が債務保証をしております。
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前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

３．純粋持株会社体制への移行

　  　当社は、平成19年12月14日開催の取締役会において、

平成20年５月１日付で純粋持株会社へ移行することを

決議をいたしました。

（1）純粋持株会社への移行の目的

当社は有料老人ホーム・グループホームの運営を行う

「ホーム介護事業」と訪問入浴・訪問介護などの「在

宅介護事業」を柱として事業を展開してまいりました。

また、平成19年12月１日に株式会社コムスンより大阪

府における「在宅介護事業」を当社100％子会社であ

るエルケア株式会社に承継いたしました。これにより、

「在宅介護事業」の事業全体に占める割合が増加する

こともあり、事業ごとの個別戦略へシフトしていくこ

とが重要であると認識し、経営戦略と経営資源を最適

化するための新たな経営組織を検討してまいりまし

た。

   そこで今般、当社事業を「ホーム介護事業」と「在

宅介護事業」に分割して新設および既存の子会社に、

会社分割による事業承継を行うことにいたしました。

これにより、各事業別の戦略に基づいた独自の事業活

動を可能とするとともに、グループ企業全体において

は戦略的な意思決定や最適な資源配分を、傘下の各事

業会社においては責任と権限が明確かつ機動的な業務

執行をより効率的に行っていくことを目的として、持

株会社体制へ移行することを決議いたしました。

   このたびの持株会社への移行により、当社グルー

プとして競争力と効率性をより一層高め、株主価値の

向上を図ってまいります。

 （2）会社分割の要旨

 ①　分割の対象となった会社の名称および事業

内容

当社、ホーム介護事業および在宅介護事業

②　企業結合の法的形式および結合後企業の名称

当社を分割会社、当社の100％子会社であるロン

グライフ分割準備株式会社およびエルケア株式会

社を承継会社とする分社型吸収分割であります。

なお、当社は分割期日をもって、ロングライフ

ホールディング株式会社に、ロングライフ分割準

備株式会社は日本ロングライフ株式会社にそれぞ

れ商号変更する予定であります。

 ③　分割に際して発行する株式の種類および数、なら

びに割当に関する事項

 　各承継会社は、会社分割に際し株式の割当は行い

ません。また、分割交付金の支払いはありません。

 ④　会計処理の概要

 企業結合会計上、本分割は共通支配下の取引に該

当いたします。

　―――――
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
第22期

（平成19年10月31日）
第23期

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   943,062   262,842  

２　売掛金   484,128   －  

３　商品   794   －  

４　材料   610   －  

５　貯蔵品   3,133   －  

６　前払費用   97,308   17,897  

７　繰延税金資産   30,484   23,573  

８　関係会社短期貸付金   225,000   －  

９　未収入金   6,711   61,519  

10　預け金
※３
　

 107,693   －  

11　その他   28,737   4,790  

流動資産合計   1,927,665 24.3  370,624 72.3

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物 ※１ 4,205,558   17,601   

減価償却累計額  851,658 3,353,900  4,448 13,153  

(2）構築物  375,217   －   

減価償却累計額  137,023 238,194  － －  

(3）車両運搬具  6,825   －   

減価償却累計額  6,359 465  － －  

(4）工具器具備品  417,400   38,263   

減価償却累計額  265,224 152,175  30,110 8,153  

(5）土地 ※１  1,664,891   －  

有形固定資産合計   5,409,628 68.1  21,306 4.2

ロングライフホールディング㈱（4355）平成 20 年 10 月期　決算短信

－ 42 －



  
第22期

（平成19年10月31日）
第23期

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２　無形固定資産        

(1）ソフトウェア   9,576   9,428  

(2）電話加入権   1,498   1,498  

(3）その他   1,310   －  

無形固定資産合計   12,385 0.2  10,927 2.1

３  投資その他の資産        

　(1）投資有価証券   －   14,586  

(2）関係会社株式   70,000   50,000  

(3）出資金   162   100  

(4）長期前払費用   99,000   －  

(5）差入保証金   381,690   42,916  

(6）その他   36,296   2,264  

投資その他の資産
合計

  587,149 7.4  109,866 21.4

固定資産合計   6,009,163 75.7  142,100 27.7

資産合計   7,936,829 100.0  512,724 100.0
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第22期

（平成19年10月31日）
第23期

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   37,976   －  

２　一年以内償還予定社債   200,000   100,000  

３　短期借入金
※１
　

 625,000   40,500  

４　一年以内返済予定長期
借入金

※１
　

 509,600   －  

５　未払金   126,354   41,468  

６　未払費用   184,762   11,707  

７　未払法人税等   31,756   13,493  

８　未払消費税等   －   7,130  

９　前受金   2,711,379   －  

10　預り金   34,785   －  

11　賞与引当金   40,696   1,640  

12　契約解除引当金   22,086   －  

13　その他   17,699   6,186  

流動負債合計   4,542,096 57.2  222,127 43.3

Ⅱ　固定負債        

１　社債   100,000   －  

２　長期借入金 ※１  824,400   －  

３　退職給付引当金   4,680   433  

４　ホーム介護アフターコ
スト引当金

  17,280   －  

５  繰延税金負債   －   1,904  

６　預り保証金   －   9,261  

７　その他　   13,361   －  

固定負債合計   959,722 12.1  11,599 2.3

負債合計   5,501,819 69.3  233,726 45.6
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第22期

（平成19年10月31日）
第23期

（平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   1,114,139 14.0  1,114,139 217.3

２　資本剰余金        

(1）資本準備金  1,113,376   1,113,376   

(2）その他資本剰余金  －   190,000   

  資本剰余金合計   1,113,376 14.0  1,303,376 254.2

３　利益剰余金        

(1）利益準備金  8,700   8,700   

(2）その他利益剰余金        

別途積立金  25,000   25,000   

繰越利益剰余金  206,095   △2,142,701   

  利益剰余金合計   239,795 3.0  △2,109,001 △411.3

４　自己株式   △32,301 △0.3  △32,301 △6.3

   株主資本合計   2,435,010 30.7  276,212 53.9

Ⅱ  評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差
額金

  － －  2,786 0.5

　　評価・換算差額等合計   － －  2,786 0.5

  純資産合計   2,435,010 30.7  278,998 54.4

  負債純資産合計   7,936,829 100.0  512,724 100.0
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(2）損益計算書

  
第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高
※１
　

 4,459,820 100.0  2,829,558 100.0

Ⅱ　売上原価   3,627,315 81.3  2,060,334 72.8

売上総利益   832,505 18.7  769,224 27.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１　広告宣伝費  248,851   130,583   

２　役員報酬  89,686   82,020   

３　給与手当  200,631   153,792   

４　賞与  4,028   5,861   

５　賞与引当金繰入額  4,822   1,640   

６　退職給付費用  1,499   204   

７　法定福利費  37,451   21,830   

８　福利厚生費  3,507   3,788   

９　地代家賃  47,597   42,644   

10　旅費交通費  27,369   20,123   

11  租税公課  113,476   59,791   

12　支払手数料  66,732   78,513   

13　減価償却費  10,059   10,174   

14　その他  61,713 917,429 20.6 56,754 667,721 23.6

営業利益または
営業損失（△）

  △84,923 △1.9  101,502 3.6
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第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  2,128   4,740   

２　受取配当金
※２
　

6,001   1,800   

３　受取手数料
※２
　

3,661   2,892   

４　受取入居者負担金  2,474   2,112   

５　施設利用料収入  882   733   

６　その他  1,942 17,090 0.4 4,937 17,215 0.6

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  33,783   14,993   

２　社債利息  3,260   2,822   

３　社債発行費償却  4,000   －   

５　その他  3,456 44,501 1.0 2,664 20,480 0.7

経常利益または
経常損失（△）

  △112,334 △2.5  98,238 3.5

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※３ 712   261   

２　償却済敷金返還益  455 1,167 0.0 － 261 0.0

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※４ 855   －   

２　関係会社株式評価損　  －   39,999   

３　賃貸借契約解約損  1,160   3,973   

４　支払和解金  17,167   －   

５　減損損失 ※５ 2,761   －   

６　ホーム転居費用
負担金

 －   5,050   

７　前期損益修正損 ※６ 19,400 41,346 0.9 － 49,023 1.7

税引前当期純利益また
は税引前当期純損失
（△）

  △152,512 △3.4  49,476 1.8
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第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

法人税、住民税
及び事業税

 27,307   13,016   

法人税等調整額  △3,539 23,767 0.6 △10,991 2,024 0.1

当期純利益または当期
純損失（△）

  △176,280 △4.0  47,452 1.7
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(3）株主資本等変動計算書

第22期（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年10月31日残高(千円) 1,114,139 1,113,376 8,700 25,000 399,159 △747 2,659,626 2,659,626

事業年度中の変動額         

剰余金の配当     △16,783  △16,783 △16,783

当期純損失（△）     △176,280  △176,280 △176,280

自己株式の取得      △31,553 △31,553 △31,553

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △193,063 △31,553 △224,616 △224,616

平成19年10月31日残高(千円) 1,114,139 1,113,376 8,700 25,000 206,095 △32,301 2,435,010 2,435,010
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第23期（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年10月31日残高(千円) 1,114,139 1,113,376 － 8,700 25,000 206,095 △32,301 2,435,010

事業年度中の変動額         

剰余金の配当     － △5,494 － △5,494

当期純利益     － 47,452 － 47,452

会社分割による減少　      △2,390,755  △2,390,755

その他資本剰余金の処分によ
る子会社からの配当　

  190,000     190,000

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － 190,000 － － △2,348,797 － △2,158,797

平成20年10月31日残高(千円) 1,114,139 1,113,376 190,000 8,700 25,000 △2,142,701 △32,301 276,212

 

評価・
換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

　

平成19年10月31日残高(千円) － 2,435,010

事業年度中の変動額  －

剰余金の配当  △5,494

当期純利益  47,452

会社分割による減少　  △2,390,755

その他資本剰余金の処分によ
る子会社からの配当　

 190,000

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

2,786 2,786

事業年度中の変動額合計
（千円）

2,786 △2,156,011

平成20年10月31日残高(千円) 2,786 278,998
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　該当事項はありません。
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重要な会計方針

項目
第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１　有価証券の評価基準およ

び評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

(2) その他有価証券　

時価のあるもの…決算期末日の市場価

格等に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法による。）

２　たな卸資産の評価基準お

よび評価方法

商品…個別法による原価法

材料…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

         ―――――

３　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く。）に

ついては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物および構築物　　　７～47年

工具器具備品　　　　　３～10年

（会計方針の変更）

　当事業年度より平成19年度の法人税法

の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月30日　法律第６

号）および（法人税法施行令の一部を

改正する政令　平成19年３月30日改正

令第83号））に伴い、平成19年４月１

日以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。この変更により、従来と

同一の方法を採用した場合に比べ営業

損失、経常損失および税引前当期純損

失が5,154千円増加しております。

(1）有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く。）に

ついては定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物および構築物　　　７～47年

工具器具備品　　　　　３～10年

 

　

 （追加情報）　

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した有形固定資産につ

いては、償却可能限度額まで償却が終

了した翌事業年度から５年間で均等償

却する方法によっております。

なお、この改正による当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。

 (2）無形固定資産…定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用してお

ります。

(2）無形固定資産…定額法

同左

 (3）長期前払費用…定額法 (3）長期前払費用…定額法
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項目
第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

４　繰延資産の処理方法 社債発行費…３年間で毎期均等額を償却して

おります。　

 ―――――

５　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

　なお、貸倒実績および貸倒懸念債権等

特定の債権がないため、当事業年度は

貸倒引当金を計上しておりません。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給にあてるため、将

来の支給見込額のうち、当期の負担額

を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）契約解除引当金

　クーリングオフ制度に伴う契約解除に

よる将来の入居一時金の返還支出に備

えるため、契約解除実績率により返還

見込額を計上しております。

(3）契約解除引当金

             　同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

　なお、当社は退職給付債務の算定にあ

たり期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする簡便法によっております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）ホーム介護アフターコスト引当金

　有料老人ホーム契約のうち、当事業年

度以前に発生した家賃等の収入を終身

一時金として収受する契約において、

ホーム介護サービスの提供費用に充て

るため、今後の提供費用の発生見込額

を計上しております。

(4）ホーム介護アフターコスト引当金

同左

６　収益および費用の計上基

準

福祉教育事業売上の計上基準

受講料については、受講期間の経過に応じ

て売上高を計上しております。

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンスリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

同左
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項目
第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

なお、控除対象外消費税等については、当

事業年度の負担すべき期間費用として処理

しております。ただし、固定資産に係る控

除対象外消費税等は「投資その他の資産の

その他」（長期前払消費税等）に計上し、

定額法（５年）により償却を行っておりま

す。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

第22期
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

（契約解除引当金） 

従来、入居一時金の返還については、契約解除時に処理す

る方法によっておりましたが、当事業年度から契約解除に

よる入居一時金返還見込額を契約解除引当金として計上す

る方法に変更しております。

この変更は、「有料老人ホーム設置運営標準指導指針につ

いて」の一部改正により、契約締結日から起算して概ね90

日以内の契約解除の場合には、入居一時金の全額を利用者

に返還することが義務づけられたことをうけ、契約解除に

よる返還額の金額的重要性が増加してきたこと、および、

当該制度導入後一定期間が経過したことに伴い、将来の契

約解除率を合理的に見積もることが可能になったことから

返還見込額を契約解除引当金として計上することにより期

間帰属の適正化を図るためのものであります。

この変更により、従来と同一の方法を採用した場合に比べ、

売上高および売上総利益が22,086千円減少し、営業損失、

経常損失および税引前当期純損失が22,086千円増加してお

ります。

 ―――――
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表示方法の変更

第22期
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 ―――――　
 
 
 
 
 
 
　

（貸借対照表）　

  　前事業年度までの固定負債の「その他」に含めて表示

しておりました「預り保証金」は、負債純資産合計の

100分の10を超えたため、区分掲記をすることとしま

した。なお、前事業年度における「預かり保証金」の

金額は、13,361千円であります。　

（損益計算書）

１　前事業年度までの営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「受取手数料」は、営業外収益の総

額の100分の10を超えたため、区分掲記をすることと

しました。なお、前事業年度における「受取手数料」

の金額は208千円であります。

２　前事業年度までの営業外収益に表示しておりました

「受取助成金」は、営業外収益の総額の100分の10以

下となったため、「その他」に含めて表示することと

しました。なお、当事業年度における「受取助成金」

の金額は291千円であります。

３　前事業年度までの特別利益の「その他」に含めて表示

しておりました「償却済敷金返還益」は、特別利益の

総額の100分の10を超えたため、区分掲記をすること

としました。なお、前事業年度における「償却済敷金

返還益」の金額は190千円であります。

 ―――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

第22期
（平成19年10月31日）

第23期
（平成20年10月31日）

※１　担保提供資産　 ―――――

建物 2,344,158千円

土地                1,664,891 

合計 4,009,050 

上記に対応する債務

短期借入金

一年以内返済予定長期借入金

425,000

394,800

千円

 

長期借入金 824,400 

合計 1,644,200 

 ２　偶発債務

 　債務保証

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。

保証先 金額（千円）

 ロングライフプランニング㈱ 433,000

 ロングライフダイニング㈱ 52,500

 計 485,500

 ２　偶発債務

 　(１)　債務保証

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。

保証先 金額（千円）

 日本ロングライフ㈱ 1,197,400

 ロングライフプランニング㈱ 359,000

 ロングライフダイニング㈱ 42,500

 エルケア㈱ 884,436

 計 2,483,336

 

 

 

　 　(２)　偶発債務

  　　重要な係争事件の発生

　　　当社は、平成20年３月17日付けで訴訟の提訴を受

　　　けました。

　　　①　訴訟の原因および提訴に至った経緯

　　　平成17年２月22日より当社と賃貸契約を結び、当

　　　社の有料老人ホーム内において医療行為を行って

　　　きた「医療法人光輪会」に対して当社が、平成20

　　　年１月31日をもって契約を解除するよう通知した

　　　件に関して、これを不服として６ヶ月間の診報酬

　　　相当額および移転費用等の支払いを求められたも

　　　のであります。

　　　②　訴訟を提訴した者

　　　　　氏名　医療法人光輪会

　　　　　住所　大阪市北区中津１-18-18

　　　③　訴訟の内容および請求額

　　　　　訴訟の内容　損害賠償等請求事件

　　　　　請求額　金140,272千円

　　　④　当社は正当な理由があるとして、現在法廷に

　　　　　て係争中であります。　　　　　

※３　預け金107,693千円は、播磨特定目的会社との有料

老人ホーム「ロングライフ神戸青谷」の賃貸借契約

に関わるものであります。

―――――
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（損益計算書関係）

第22期
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

※１　契約解除引当金繰入額22,086千円は、売上高（ホー

ム介護収入）から控除しております。

―――――

※２　関係会社に係る営業外収益 ※２　関係会社に係る営業外収益

受取配当金 6,001千円

受取手数料

 

3,561

 

千円

 

受取配当金 1,800千円

受取手数料

 

2,807

 

千円

 

※３　固定資産売却益の内訳

 工具器具備品 712千円

※３　固定資産売却益の内訳

 工具器具備品 261千円

※４　固定資産除却損の内訳 ―――――

建物 325千円

構築物 262 

工具器具備品 266 

合計 855 

 ※５　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。 

 

場　所 用　途 種　類

介護事業（大阪市） 福祉教育施設 建物

   　当社は、事業区分をもとに、概ね独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小の単位として、主に事

業所を単位としてグルーピングを行っておりま

す。

当事業年度においてロングライフ医療福祉専門学院

２校のうち梅田校の閉校を決定したことに伴い収益

性が著しく低下したことから、当資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上しております。その内

訳は建物2,761千円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、当資産グループの帳簿価額

の全額を減損損失として処理しております。

―――――

 

 

   　

 ※６　前期損益修正損

　前事業年度の会社法監査における会計監査報告書日

後において、入居契約の解除が３件発生しており、

これについて前期損益修正損として、19,400千円の

特別損失を計上しました。

―――――
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（株主資本等変動計算書関係）

第22期（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

１　自己株式に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 8 1,000 － 1,008

（変動事由の概要）

普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、取締役会議による自己株式の取得による増加であります。

第23期（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

１　自己株式に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 1,008 － － 1,008
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年10月31日）　

　　該当事項はありません。

 

　当事業年度（平成20年10月31日）　

　　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 9,896 14,586 4,690

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 9,896 14,586 4,690

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等　 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 9,896 14,586 4,690

（１株当たり情報）

第22期
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり純資産額 44,318円03銭

１株当たり当期純損失金額 3,168円30銭

１株当たり純資産額    5,077円87銭

１株当たり当期純利益金額      863円64銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式を有しているものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり当期純利益又は当期純損失金額   

当期純利益又は当期純損失（△)（千円） △176,280 47,452

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△176,280 47,452

普通株式の期中平均株式数（株） 55,638.83 54,944.00
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項目
第22期

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ

た潜在株式の概要

平成15年１月29日定時株主総会決

議に基づく新株予約権31個。

（潜在株式数　124株）

平成16年１月29日定時株主総会決

議に基づく新株予約権167個。

（潜在株式数　668株）

平成15年１月29日定時株主総会決

議に基づく新株予約権28個。

（潜在株式数　112株）

平成16年１月29日定時株主総会決

議に基づく新株予約権143個。

（潜在株式数　572株）
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（重要な後発事象）

第22期
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．資産の担保提供および債務保証

　 （1）子会社であるエルケア株式会社は、平成19年12月

３日に借入（560,000千円）を行いました。これに

伴い当社所有のロングライフ芦屋（兵庫県芦屋市

業平町２丁目18番）の土地（267,552千円）、建物

（441,425千円）に根抵当権（極度560,000千円）

を設定するほか、借入金額につき当社が債務保証

を行っております。

　 （2）子会社であるエルケア株式会社は、平成19年12月

28日に借入（100,000千円）を行いました。これに

伴い借入金額につき当社が債務保証を行っており

ます。

　 （3）子会社であるエルケア株式会社は、平成20年１月

４日に借入（200,000千円）を行いました。これに

伴い当社所有のロングライフ長居公園Ⅱ号館（大

阪市東住吉区鷹合４丁目１番67号）の土地

（245,680千円）、建物（131,387千円）に根抵当

権を設定するほか、借入金額につき当社が債務保

証を行っております。

　 （4）子会社であるエルケア株式会社は、平成20年１月

23日に借入（158,000千円）を行いました。これに

伴い借入金額につき子会社であるエルケア株式会

社の介護報酬債権に担保設定するほか、借入金額

につき当社が債務保証を行っております。

１．資本金の減少

　　当社は、平成20年12月12日開催の取締役会において、

平成21年1月28日に開催を予定している定時株主総会に、

下記のとおり資本金の額の減少について付議すること

を決議致しました。

　　平成20年5月1日の会社分割において、移転資産負債差

額2,390百万円を株主資本から控除する会計処理を行っ

たため、当連結会計年度において2,109百万円の負の利

益剰余金を計上しております。

そのため、株主の皆様への配当原資（分配可能額）の

準備や自己株式の取得等、資本政策の機動性と柔軟性

を高めるため、資本金の減少（減資）を行うことによ

り、負の利益剰余金に充当するものであります。

（1）　減資の要領

　  ①　減少すべき資本金の額

　　資本金の額1,114百万円を1,014百万円減少し、欠

損の補填を行うとともに、その残額を「その他資

本剰余金」へ振り替えます。なお、減少後の資本

金は100百万円となります。

  ②　資本金の減少の方法　

　　発行済株式総数の変更は行わず、資本金を減少す

る方法であり、当社の純資産及び１株当たり純資

産の額に変動を生じるものではありません。

なお、資本金の減少により生じる「その他資本剰

余金」については、その他利益剰余金の金額がゼ

ロとなるまで「繰越利益剰余金」の補填に充当い

たします。

（2） 日程

　　　 ①　取締役会決議日　　　

　　　　　平成20年12月12日（金）

 　②　株主総会決議日　　　

　　　　　平成21年１月28日（水）（予定）

　 ③　債権者異議申述公告　

　　　　　平成21年１月29日（木）（予定）

 　④　債権者異議申述最終期日

　　　　　平成21年３月２日（月）（予定）

　 ⑤　効力発生日　

　　　　　平成21年３月３日（火）（予定）

（3)  今後の見通し

　　今回の資本金の減少は、「純資産の部」の勘定の

振替であり、純資産合計額および発行済株式総数

に変動はなく、業績に与える影響はありませ

ん。

尚、平成20年12月下旬開催予定の決算承認取締役

会において、資本準備金、利益準備金および別途

積立金の減少について付議する予定であります。
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第22期
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

第23期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

２. 純粋持株会社体制への移行

　当社は、平成19年12月14日開催の取締役会において、

平成20年５月１日付で純粋持株会社へ移行することを

決議いたしました。

  （1）純粋持株会社体制への移行の目的

  当社は有料老人ホーム・グループホームの運営を

行う「ホーム介護事業」と訪問入浴・訪問介護な

どの「在宅介護事業」を柱として事業を展開して

まいりました。また、平成19年12月１日に株式会

社コムスンより大阪府における「在宅介護事業」

を当社100％子会社であるエルケア株式会社に承継

いたしました。これにより、「在宅介護事業」の

事業全体に占める割合が増加することもあり、事

業ごとの個別戦略へシフトしていくことが重要で

あると認識し、経営戦略と経営資源を最適化する

ための新たな経営組織を検討してまいりました。

そこで今般、当社事業を「ホーム介護事業」と「在

宅介護事業」に分割して新設および既存の子会社

に、会社分割による事業承継を行うことにいたし

ました。これにより、各事業別の戦略に基づいた

独自の事業活動を可能とするとともに、グループ

企業全体においては戦略的な意思決定や最適な資

源配分を、傘下の各事業会社においては責任と権

限が明確かつ機動的な業務執行をより効率的に行っ

ていくことを目的として、持株会社体制へ移行す

ることを決議いたしました。

このたびの持株会社への移行により、当社グルー

プとして競争力と効率性をより一層高め、株主価

値の向上を図ってまいります。

  （2）会社分割の要旨 

  　 ①　分割の対象となった会社の名称および事業内容

  当社、ホーム介護事業および在宅介護事業

　　 ②　企業結合の法的形式および結合後企業の名称

当社を分割会社、当社の100％子会社であるロ

ングライフ分割準備株式会社およびエルケア株

式会社を承継会社とする分社型吸収分割であり

ます。なお、当社は分割期日をもって、ロング

ライフホールディング株式会社に、日本ロング

ライフ分割準備株式会社は、日本ロングライフ

株式会社にそれぞれ商号変更する予定でありま

す。

　　 ③　分割に際して発行する株式の種類および数、な

らびに割当に関する事項

 各承継会社は、会社分割に際し株式の割当は行

いません。また、分割交付金の支払いはありま

せん。

  （4）会計処理の概要

 　　　企業結合会計上、本分割は共通支配下の取引に該

当いたします。

　　―――――
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